
  日医発第 598 号（医経） 
令和７年 7 月 8 日 

都道府県医師会 
担当理事 殿 

公益社団法人 日本医師会  
常任理事 宮川 政昭  

（公印省略） 

令和 7 年度生産性向上・職場環境整備等支援事業に関する Q&A（第 4 版） 
について 

今般、厚生労働省より、「生産性向上・職場環境整備等支援事業に関する Q&A（第
4 版）」が発出され、本会に情報提供がございました。 

今般の Q&A（第 4 版）では、特に、①既存の補助事業（例：電子処方箋の導入補
助金）の対象外としている経費（例：ランニングコスト） に本事業の給付金を充て
る場合は本事業の対象期間内の経費に充てること（Q14）、②紹介予定派遣の紹介手
数料に充てることはできないこと（Q31）、③更なる賃上げに給付金を充てる場合、
ベースアップ評価料と同様に給付額の 83.5%を「更なる賃上げ分」、残り 16.5％を
「法定福利費分」として充てることも可能であること（Q37）等が示されています
（別添資料の下線部分が該当）。 

本 Q&A（第 4 版）につきましては、貴会におかれましてもご了知をいただくとと
もに、貴会会員医療機関へ、周知のご協力をお願い申し上げます。 

事業の詳細や申請方法については都道府県からの案内をご確認ください。  

以 上 
【添付資料】 
・生産性向上・職場環境整備等支援事業に関する Q&A（第 4 版）（令和 7 年 7 月 7

日）

事務局長会計理事庶務理事副 会 長会 長

受 付担 当課 長 課長代理次 長 係 長R7.7.9

818
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生産性向上・ 職場環境整備等支援事業に関する Ｑ ＆Ａ （ 第４ 版）  

令和７ 年３ 月 14 日 

令和７ 年３ 月 26 日 

令和７ 年５ 月 14 日 

令和７ 年７ 月７ 日 

下線部分追記・ 修正 

○： 都道府県向け、 ●： 申請者向け

＜全体＞ 

（ 答）  

○ 本事業は、 人材確保が喫緊の課題と なっ ている 中で、 限ら れた人員でよ り

効率的に業務を 行う 環境の整備費用に相当する 金額を 、 給付金と し て支給す

る こ と によ り 、 業務の生産性を 向上さ せ、 職員の処遇改善につなげる こ と を

目的と し ていま す。  

○ 給付金の対象と なる 取組は

「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化」  

「 タ ス ク シフ ト ／シェ アによ る 業務効率化」  

「 給付金を 活用し た更なる 賃上げ」  

のいずれか（ 複数可） と なり 、 当該取組を 行う 「 令和７ 年３ 月 31 日時点でベ

ース アッ プ評価料を届け出ている 病院、 有床診療所（ 医科・ 歯科）、 無床診療

所（ 医科・ 歯科） 及び訪問看護ス テーショ ン」（ 以下「 対象施設」 と いいま

す。） に対し て都道府県が給付金を 支給する 事業と なり ま す。  

（ 答）  

○ 実施要綱に基づいた事業であれば、 令和６ 年４ 月１ 日以降に実施し た取組

は補助対象と し て扱っ ていただき 差し 支えあり ま せん。  

（ 答）  

○ 令和７ 年度予算に繰越を 行っ た上で、 以下の流れを 予定し ており ま す。 な

お、 振込は開設者（ 法人等） に行われる こ と を想定し ていま す。  

準備が整い次第 都道府県において、 対象施設に申請案内（ Ｗｅ ｂ 等）  

順次事業化・ 申請開始 

順次 都道府県から 国に交付申請（ ※）、 国は交付決定 

（ ※） 国から 試算額をお知ら せし た後、 可能な限り 速やかに交付申請を行って頂き 、

交付決定については、 予算措置がある 都道府県から 順次行う 。  

１  本事業の目的や性質について教えてく ださ い。（ ○）  

２  国の交付決定前に実施し た取組であっ ても 、 給付対象になる のでし ょ う

か。（ ○）  

３  交付手続き の流れはど のよ う になり ま すか。（ ○）  
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（ 答）  

○ 本事業は令和７ 年度に繰越を 行う 予定ですが、 令和７ 年度事業と し て実施

する 場合は、 令和６ 年４ 月１ 日時点において人材確保が喫緊の課題と なっ て

おり 更なる 処遇改善が必要な状況にある こ と を踏ま え、 対象期間は令和６ ～

７ 年度の取組（ R6. 4. 1～R8. 3. 31） を 対象と し ま す。  

○ なお、 申請日以降に生じ る こ と が見込ま れる 経費も 合わせて、 概算で交付

する こ と も 可能です。 喫緊の課題に対応する ための支援と いう 本事業の性質

を 踏ま え、 可能な限り 概算払いを 御検討いただく よ う お願い致し ま す。  

○ ただし 、 概算で交付し た額が交付すべき 確定額を 上回る と き は、 その上回

る 額を返還し ていただく こ と と なり ま す。  

 

（ 答）  

○ 全国の対象施設に一律の支援を 行う こ と で業務の生産性を 向上さ せ、 職員

の処遇改善につなげる こ と を目的と する 本事業の性質を 踏ま えれば、 都道府

県ごと に支給額の基準額が異なる こ と は想定し ておら ず、 実施要綱等に規定

する 基準額（ 許可病床数×４ 万円、 １ 施設×18 万円） に基づいて事業を 実施

し てく ださ い。  

 

（ 答）  

○ 令和７ 年度事業と し て実施する 場合でも 、 本事業の支給対象と なる ために

は令和７ 年３ 月 31 日ま でに届出を行っ ていただき ま すよ う お願いし ま す。  

 

（ 答）  

○ 対象施設が都道府県に申請する 際は、 別紙様式１ 「 生産性向上・ 職場環境

整備等支援事業申請書」（ 申請額の総額、 対象施設である こ と の申出、 給付

金の支給対象と なる 取組に要する 申請額を 記載する も の） の提出を 求める こ

と と なり ま す。  

○ ま た、 都道府県が対象施設に給付金を支給する 事業である こ と から 、 給付

金（ 精算額） 支給時が本事業終了時と なり 、 対象施設において給付金を 活用

し た支出額の総額が給付金の対象と なる 取組に要し た費用の総額と 一致し て

いる こ と を 確認する と と も に、 各取組に要し た費用から 政策効果を 把握する

必要がある こ と から 、 本事業終了後の実績報告時には別紙様式２ 「 生産性向

上・ 職場環境整備等支援事業実績報告書」（ 別紙様式１ を 実績報告形式と し

たも の） の提出を求める こ と と なり ま す。  

○ 具体的な様式は「 医療施設等経営強化緊急支援事業実施要綱」 に規定する

別紙様式１ 、 別紙様式２ を 御参照く ださ い。  

４  いつから いつま での経費が対象になる のでし ょ う か。（ ○、 ●）  

５  事業の支給額の基準額を変更する こ と はでき る のでし ょ う か。（ ○）  

６  令和７ 年度事業と し て事業を 実施し た場合、 本事業の支給対象と なる ため

のベース アッ プ評価料の届出期限は延長さ れま すか。（ ●）  

７  対象施設が申請時等に提出する 書類を教えてく ださ い。（ ●）  
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 （ ※） 別紙様式１ 、 別紙様式２ の体裁は、 申請先の都道府県によ っ て異なる

場合があり ま すので、 申請先の都道府県から 示さ れる 様式に沿っ て御提出

く ださ い。  

 

○ 支給申請書兼口座振込依頼書については、 法人が同一都道府県内で運営し

ている 施設の別紙様式１ や別紙様式２ を添付の上、 法人から 同一都道府県に

対し てま と めて申請する こ と は可能ですが、 法人に振り 込ま れた支給額が各

施設の申請額と 齟齬を 来さ ないよ う 配分する こ と を誓約する 等の措置を 講じ

てく ださ い。  

○ なお、 法人が運営し ている 施設が複数の都道府県に所在し ている 場合は、

都道府県ごと に上記の対応を行っ て頂く よ う お願いいたし ま す。  

（ 例： Ａ 法人がＢ 県で５ 施設・ Ｃ 県で４ 施設を 運営し ている 場合は、 Ａ 法人名

でＢ 県に対し て５ 施設分の申請・ Ａ 法人名でＣ 県に対し て４ 施設分の申請を

行う こ と が可能です。）  

（ ※） 支給申請書兼口座振込依頼書の体裁は、 申請先の都道府県によ って異な

る 場合があり ま すので、 申請先の都道府県から 示さ れる 様式に沿っ て御提出

く ださ い。  

 

（ 答）  

○ 原則、 消費税の仕入控除税額の返還は行っ ていただき ま すよ う お願いし ま

す。 ただし 、 都道府県の判断で、 消費税額を 除外し て金額を 決定する こ と を

妨げる も のではあり ま せん。  

 

（ 答）  

○ 執行事務の簡素化を 図る 観点から 、 国と し ては申請時や実績報告時の証拠

書類の添付は不要と 考えていま す。 ま た、 実績報告は対象施設において給付

金を 活用し た支出額の総額が給付金の対象と なる 取組に要し た費用の総額と

一致し ている こ と を 確認する と と も に、 各取組に要し た費用から 政策効果を

把握する も のである こ と から も 証拠書類の添付は不要と 考えていま す。  

○ なお、 領収書や賃金台帳等の帳簿等の証拠書類については、 補助金の額の

確定の日（ 事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、 その承認を受けた

日） の属する 年度の終了後５ 年間は対象施設側で保管さ せる よ う にし てく だ

さ い。  

８  医療機関から 都道府県に支給申請書兼口座振込依頼書を 提出する 際、 法人

から 、 当該法人が運営する 複数の施設を 取り ま と めて申請する こ と は可能で

し ょ う か。（ ●）  

９  消費税の仕入控除税額の返還等の処理は必要でし ょ う か。  

設備の導入等の消費税が課税さ れる も のについては、 給付金交付の時点で

消費税額を 除外し て給付決定し てよ いですか。（ ○）  

10 機器の購入や処遇改善を行っ たこ と を証明する 書類（ 領収書等） につい

て、 申請時や実績報告時に添付さ せる 必要はあり ま すでし ょ う か。（ ○）  
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（ 答）  

○ 申請日時点における 、 一般病床、 療養病床、 精神病床、 感染症病床、 結核

病床等、 医療法上の許可病床数の合計と なり ま す。  

 

（ 答）  

○ 早期に医療機関の経営を 支援する 必要がある ため、 執行事務の簡素化を 図

る 観点から 簡潔な申請手続き を お願いし ており 、 申請額について個別にご確

認いただく こ と は想定し ていま せん。 なお、 会計検査院や出納当局から 必要

に応じ て証拠書類の提出が求めら れれば、 対象施設にはいつでも 提出でき る

よ う 保管を 求めてく ださ い。  

 

（ 答）  

○ 医療機関が、 各都道府県に設置さ れた医療勤務環境改善支援センタ ー（ 勤

改センタ ー） の助言の下に作成し た「 医師等勤務時間短縮計画」 に基づき 、

労働時間の短縮によ る 勤務環境の改善のために取得し た器具・ 備品（ 医療用

機器を含む）、 ソ フ ト ウ ェ アのう ち一定の規模（ 30 万円以上） のも のについ

て、 特別償却額と し て取得価格（ ※） の 15％を、 機器導入初年度の所得税ま

たは法人税の課税額を 計算する 際の必要経費に算入する こ と ができ ま す（ 医

師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する 機器等の特別償却制

度）。  

○ 本税制の活用には「 医師等勤務時間短縮計画」 の作成が必要になり ま す

が、 勤改センタ ーに配置さ れたアド バイ ザーが計画作成の助言等を 行う こ と

が可能である ため、 本税制の詳細等については、 各都道府県の勤改センタ ー

にお問い合わせく ださ い。   

※ 補助金等を活用し て取得し たも のである 場合には、 購入金額から 補助金分

を 差し 引いた部分が本税制の対象になり ま す。  

※ 制度概要 ht t ps: //www. mhl w. go. j p/cont ent /10800000/001485288. pdf  

 

 

 

 

 

 

 

11 本事業の申請額算出における 許可病床数には、 一般病床以外の病床も 含ま

れる のでし ょ う か。（ ○、 ●）  

12 給付金を「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化」 や「 給付金を活用し た

更なる 賃上げ」 に充てたこ と を ど のよ う に確認すればよ いですか。（ ○）  

13 本事業以外にも 、 生産性向上に活用でき る 税制優遇措置など の支援制度は

あり ま すでし ょ う か。（ ●）  

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001485288.pdf
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（ 答）  

○ 既存の補助事業によ る 補助を 受けている 医療機関においても 、 本事業によ

る 給付を 受ける こ と は可能です。  

○ ただし 、 既存の補助事業によ り 導入し た I CT機器等の導入経費に給付金を

充当する こ と はでき ま せんので、 新たに業務効率化に資する 機器の導入を 行

っ て下さ い。  

○ なお、 既存の補助事業（ 例： 導入経費を 補助する 事業） の対象外と し てい

る 経費（ 例： ラ ンニングコ ス ト ） に本事業を 充てる こ と は可能ですが、 その

場合は本事業の対象期間内の経費に充ててく ださ い。  

 

（ 答）  

○ 不要です。  

 

（ 答）  

○ 国と し ては、 実績報告時に報告いただく こ と で足り る と 考えていま す。  

 

（ 答）  

○ 本通知（ ※） は施設整備事業に限っ た通知と なる ため、 医療施設等経営強

化緊急支援事業における 給付金を 支給する 事業（ 本事業含む。） は対象と な

り ま せん。  

（ ※） ht t ps: //www. mhl w. go. j p/web/t _ doc?dat aI d=00t a6452&dat aType=1&pageNo=1  

 

 

 

 

14 地域医療総合確保基金の事業区分Ⅵ（ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制

の整備に関する 事業） 等の既存の補助事業によ り I CT機器の導入費用の補助

等を受けている 医療機関も 給付対象と なり ま すでし ょ う か。（ ●）  

15 実績報告時点において、 申請時点から 許可病床を削減し ている こ と が確認

でき た場合は、 給付額を 調整する 必要があり ま すでし ょ う か。（ ○）  

16 例えば、「 I CT機器等の導入によ る 業務効率化」 に使用する こ と と し て 18

万円を 申請し て概算で交付を 受けた場合、 実際には 15 万円を使用し 、 残額

の３ 万円を「 給付金を活用し た更なる 賃上げ」（ 例： 一時金） に充てた場合

は改めて申請する 必要がある のでし ょ う か。 それと も 、 実績報告時に「 I CT

機器等の導入によ る 業務効率化」 と し て 15 万円を使用し たこ と と 、「 給付金

を 活用し た更なる 賃上げ」 と し て３ 万円を 使用し たこ と を それぞれ報告する

こ と で足り る でし ょ う か。（ ●）  

17 国通知（ ・ 医療施設等施設整備費の国庫補助にかかる 協議等について( ◆

平成 09 年 04 月 30 日健政発第 427 号) ） では都道府県における 国庫補助協議

対象施設の選定は合議制で行う 旨の記載があり ま すが、 本事業は本通知の対

象と なる のでし ょ う か。（ ○）  

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta6452&dataType=1&pageNo=1
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（ 答）  

○ 申請時点ですでに支出が終わっ ている 対象施設から 別紙様式１ と 別紙様式

２ を 同時に提出さ せる こ と は差し 支えないと 考えていま す。  

 

＜ベース アッ プ評価料関係＞ 

（ 答）  

○ 以下のいずれかのベース アッ プ評価料を 届け出ている 施設が対象になり ま

す。  

 

（ 病院・ 有床診療所）  

O100 外来・ 在宅ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

P100 歯科外来・ 在宅ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

O102 入院ベース アッ プ評価料（ 医科）  

P102 入院ベース アッ プ評価料（ 歯科）  

訪問看護ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

 

（ 無床診療所・ 訪問看護ス テーショ ン）  

O100 外来・ 在宅ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

P100 歯科外来・ 在宅ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

訪問看護ベース アッ プ評価料（ Ⅰ）  

 

（ 答）  

○ 対象施設から 提出さ れる 別紙様式１ を確認し てく ださ い。  

 

（ 答）  

○ 令和７ 年３ 月 31 日時点でベース アッ プ評価料を 届け出ている か都道府県

において確認する ため、 当該日ま でに届出を 行っ てく ださ い。  

○ 「 届出」 と は厚生局に書類が到達し た日を 指し 、 令和７ 年３ 月 31 日ま で

に届出を 行い、 令和７ 年４ 月１ 日以降、 書類の不備があって返戻さ れた場合

や、 審査支払機関から 返戻さ れた場合でも 、 最終的に受理さ れれば届出日に

届け出たも のと 見なし ま す。  

 

 

 

 

18 別紙様式１ （ 申請書） と 別紙様式２ （ 実績報告書） を同時に提出する こ と

はでき る のでし ょ う か。（ ○）  

19 対象と なる ベース アッ プ評価料を 教えてく ださ い。（ ○、 ●）  

20 ベース アッ プ評価料が届け出ら れている こ と を ど のよ う に確認すればよ い

のでし ょ う か。（ ○）  

21 ベース アッ プ評価料の届出はいつま でに行えばよ いのでし ょ う か。（ ●）  
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（ 答）  

○ 算定を 支給要件と はし ま せんが、 職員の処遇改善につなげる こ と を目的と

し ている 事業趣旨に鑑み、 可能な限り 算定を 行っ ていただく よ う お願いし ま

す。  

 

（ 答）  

○ 令和７ 年３ 月 31 日時点でベース アッ プ評価料を 届け出ていただく 必要が

ある ため、 当該日ま でに届出を 行ってく ださ い。  

 

＜Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化関係＞ 

（ 答）  

○ 導入によ り 施設内の業務効率化に資する I CT機器等が給付の対象と なり ま

す。  

○ 例えば、 タ ブレ ッ ト 端末、 離床センサー、 イ ンカム、 ＷＥ Ｂ 会議設備、 床

ふき ロ ボッ ト 、 監視カメ ラ など の機器が想定さ れま すが、 こ れら の機器以外

にも 、 施設内の業務効率化に資する も の（ 例： マイ ナンバーカード のカード

リ ーダー、 業務効率化に資する 医療機器やロ ボッ ト 等） であれば幅広く 対象

と なり 得ま す。  

○ ま た、 Ｉ Ｃ Ｔ 機器以外の機器、 ある いはソ フ ト ウ ェ アなど についても 、 導

入によ り 施設内の業務効率化に資する こ と が認めら れる も のであれば給付の

対象と なり 得ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 ベース アッ プ評価料については本事業終了時点においても 算定を行っ てい

る 必要はないでし ょ う か。（ ●）  

23 ベース アッ プ評価料について、 診療報酬については、 令和７ 年４ 月１ 日ま

でに届出を行えば同年４ 月から 算定可能と なり ま すが、 本事業については、

同年３ 月 31 日ま でに届出をする 必要がある のでし ょ う か。（ ●）  

24 給付金の支給対象と なる 取組のう ち、「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効

率化」 について、 具体的にど う いっ た取組が給付対象と なる のでし ょ う か。  

（ ●）  
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（ 答）  

○ 本事業は、 人材確保が喫緊の課題と なっ ている 中で、 限ら れた人員でよ り

効率的に業務を 行う 環境の整備費用に相当する 金額を 、 給付金と し て支給す

る こ と によ り 、 業務の生産性を 向上さ せ、 職員の処遇改善につなげる こ と を

目的と し ていま す。  

○ こ う し た目的に合致する も のは、 導入によ り 施設内の業務効率化に資する

こ と が認めら れる 機器等に要する 費用そのも のにと ど ま ら ず、 当該機器の導

入に附随し て必要な費用など について、 幅広く 対象と なり 、 例示さ れた経費

も 対象と なり 得ま す。  

○ ただし 、 事業目的に明ら かに合致し ない経費や、 事業の対象期間外に生じ    

 る 利用料など については対象になり ま せん。  

※ 例えば、 機器の導入に伴い必要と なる 利用料の契約期間が、 事業の対象

期間外にま たがっ ている 場合には、 対象期間分の金額に按分する など し

て適切に算出下さ い。  

 

（ 答）  

○ 事業の対象期間内に生じ る 金額については対象になり 得ま す。    

 

（ 答）  

○ 新たに導入する I CT機器等を 想定し ている ため、 既存の機器のラ ンニング

コ ス ト や、 シス テムの更新費用は対象と はなり ま せん。 ただし 、 既存のシス

テムに新たに業務効率化に資する 機能を追加する など の機能改修を 行う 場合

の費用については対象と なり 得ま す。  

 

（ 答）  

○ 給付の対象と なる 機器・ 備品１ 台の購入価格に上限は定めていま せん。  

※ 対象医療機関等の区分ごと の給付の上限額は決ま っていま す。  

 

 

 

 

25 「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化」 について、 I CT機器等の導入に

附随し て導入が必要な設備（ Wi -Fi 、 ルータ ーなど ） や、 サービ ス の導入に

伴い発生する 毎月の利用料のよ う なラ ンニングコ ス ト など も 給付対象と なり

ま すか。（ ●）  

26 「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化」 について、 I CT機器等をリ ース

契約で導入する 場合も 対象になり ま すでし ょ う か。（ ●）  

27 令和６ 年度よ り 前に既に導入し たＩ Ｃ Ｔ 機器等の毎月の利用料（ ラ ンニン

グコ ス ト ） やシス テムの更新費用も 対象になり ま すでし ょ う か。（ ●）  

28 給付の対象と なる 経費について機器１ 台の購入価格に上限はあり ま すか。

（ ●）  
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（ 答）  

○ 実際の費用が支給額（ 基準額） を下回る 場合はその差額を 返還する こ と と

なり ま すが、 事業の目的を 踏ま え、「 給付金を活用し た更なる 賃上げ」 によ

る 職員への一時金の支給など によ り 、 支給額（ 基準額） 以上の取組と なる よ

う ご検討く ださ い。  

 

（ 答）  

○ 概算で医療機関に交付し ている 場合は、 出納整理期間中ま でに医療機関に

おいて支払を終えていれば問題あり ま せんが、 納品は補助対象期間内に終え

ている 必要があり ま す。  

 

＜タ ス ク シフ ト ／シェ アによ る 業務効率化関係＞ 

（ 答）  

○  既に雇用し ている 医師や看護師等の職員の負担軽減のために、 新たに医

師事務作業補助者や看護補助者など の職員を雇用する 際の人件費が対象と

なり ま す。  

○  ま た、 従前から 勤務し ている 職員が、  

・ 新たに医師や看護師等の職員の負担軽減に資する 業務に配置さ れた場合の

人件費 

・ 非常勤職員から 常勤職員に雇用形態が変更と なり 、 実質的に新たに職員を

配置する 場合と 同等程度の業務効率化が図ら れる 場合の人件費 

のほか、  

・ 人材派遣・ 業務委託の経費（ こ れによ り 新たに人員を配置し てタ ス ク シフ

ト ／シェ アを行う 場合の経費）  

も 対象と なり 得ま すが紹介予定派遣の紹介手数料は対象と なり ま せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

29 「 Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の導入によ る 業務効率化」 の取組を 検討し ていま すが、 機

器の導入費用が支給額（ 基準額） に満たない場合は、 ど う すればいいでし ょ

う か。（ ●）  

30 I CT機器等の導入を行っ た場合、 いつま でに支払・ 納品を 行っ ている 必要

があり ま すか。（ ●）  

31 給付金の支給対象と なる 取組のう ち、「 医師事務作業補助者、 看護補助者

等の職員の新たな配置によ る タ ス ク シフ ト ／シェ アによ る 業務効率化」 につ

いて、 具体的にど う いっ た取組が給付対象と なる のでし ょ う か。（ ●）  
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＜給付金を 活用し た更なる 賃上げ関係＞ 

（ 答）  

○ 本事業はベース アッ プ評価料を 届け出ている 医療機関等が、 生産性向上・

職場環境改善等によ る 更なる 賃上げ等を行える よ う 支援する も のである た

め、 ベース アッ プ評価料によ る 賃上げを「 給付金を活用し た更なる 賃上げ」

と は見なせま せん。  

○ そのため、 本給付金を活用し て更なる 賃上げを 行う 場合は、 既に雇用し て

いる 職員について、 ベース アッ プ評価料で手当さ れている 部分と は別にベー

ス アッ プ・ 手当・ 一時金のいずれかによ り 賃上げを行う 取組が対象と なり ま

すが、 医療機関の持ち出し によ っ て、 ベース アッ プ評価料によ る 収入以上に

ベース アッ プ分と し て支出し ている 部分に対し て充当する こ と は可能です。  

○ 単に職員の人件費の基本給部分や定期昇給部分に充当し 、 上記のベース ア

ッ プ・ 手当・ 一時金など の形で還元さ れない場合は、 給付対象外です。  

 

（ 答）  

○ Q35 の回答に掲げる 職種にかかる 増加分であれば対象になり 得ま す。  

 

（ 答）  

○ 公立病院や地方独立行政法人が人事院勧告に準じ て給与を 増額し ている 場

合、 当該増額部分のう ち、 地方交付税を充てている こ と が明確に判別でき る

部分に本給付金を充当する こ と はでき ま せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 給付金の支給対象と なる 取組のう ち、「 給付金を活用し た更なる 賃上げ」

について、 具体的にど う いっ た取組が給付対象と なる のでし ょ う か。 ベース

アッ プ評価料によ る 賃上げは給付金を活用し た更なる 賃上げと 見なせる ので

し ょ う か。（ ●）  

33 ベース アッ プ評価料創設前の令和６ 年４ 月にベース アッ プを実施し ている

場合、 令和６ 年４ 月及び５ 月のベース アッ プ分（ 基本給等の増加分） およ び

ベース アッ プに伴う 法定福利費等の事業主負担の増加分は「 給付金を 活用し

た更なる 賃上げ」 の対象と なる のでし ょ う か。（ ●）  

34 公立病院は人事院勧告に準じ て給与を増額し ている 場合があり ま す。 こ の

場合、 ベース アッ プ評価料にかかる 収入を 超える 部分であれば、 対象経費と

し て考えてよ いでし ょ う か。（ ○、 ●）  
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（ 答）  

○ 薬剤師、 保健師、 助産師、 看護師、 准看護師、 看護補助者、 理学療法士、

作業療法士、 視能訓練士、 言語聴覚士、 義肢装具士、 歯科衛生士、 歯科技工

士、 歯科業務補助者、 診療放射線技師、 診療エッ ク ス 線技師、 臨床検査技

師、 衛生検査技師、 臨床工学技士、 管理栄養士、 栄養士、 精神保健福祉士、

社会福祉士、 介護福祉士、 保育士、 救急救命士、 あん摩マッ サージ指圧師・

はり 師・ き ゆう 師、 柔道整復師、 公認心理師、 診療情報管理士、 医師事務作

業補助者、 事務職員、 その他医療に従事する 職員（ 医師及び歯科医師を 除

く 。 ただし 、 40 歳未満の若手医師・ 若手歯科医師はその限り ではない。） に

充てる こ と ができ ま す。  

 

（ 答）  

○ 令和５ 年度の取組は対象と なり ま せん。  

 

（ 答）  

○ 単なる 法定福利費等の増額分の支払は、 対象と なる 取組には含ま れま せん

が、 ベース アッ プ・ 手当・ 一時金のいずれかによ り 賃上げを 行う 取組に伴い

生じ る 法定福利費等の事業主負担の増加分に充てる こ と は可能です。  

○ ま た、 給付額の 83. 5％を 「 更なる 賃上げ分」 と し て充てつつ、 残り

16. 5％を 当該賃上げ分に附随する 法定福利費と し て充てる こ と は差し 支えあ

り ま せん。  

 

（ 答）  

○ 「 みなし 指定」 を 受けて「 訪問看護Ｓ Ｔ 」 のコ ード が交付さ れ、「 病院・

診療所」 と 「 訪問看護Ｓ Ｔ 」 のそれぞれで、 令和７ 年３ 月 31 日時点でベー

ス アッ プ評価料を届け出ていれば、 両方で申請する こ と が可能です。  

 

（ 答）  

○ なり ま せん。  

 

 

35 「 給付金を 活用し た更なる 賃上げ」 について、 対象職種の定めはある ので

し ょ う か。（ ●）  

36 令和５ 年度にすでに賃上げを し 、 そのま ま 維持し ている 場合、 令和６ 年度

も 賃上げをし ている 、 と いう 判断を し てよ いでし ょ う か。（ ●）  

37 法定福利費等の事業主負担の増加分は、「 給付金を 活用し た更なる 賃上

げ」 の対象と なる のでし ょ う か。 ま た、 ベース アッ プ評価料の取り 扱い時と

同様に事業主負担分を一律に 16. 5％と し て扱っ ても よ いでし ょ う か。（ ●）  

38 訪問看護 STと し て「 みなし 指定」 を受けた病院・ 診療所は支援の対象に

なる のでし ょ う か。（ ●）  

39 訪問看護 STのサテラ イ ト 施設は支援の対象になる のでし ょ う か。（ ●）  
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（ 答）  

○ 例示の場合は実質的には同じ 対象施設と なる ため、 対象になり 得ま す。  

○ ま た、 ３ 月 31 日ま でにベース アッ プ評価料を 届け出ていた対象施設が事

業譲渡等によ っ て４ 月１ 日以降開設者が変更と なった場合も 、 地域で果たし

ている 役割や機能が実質的に同じ と 都道府県において判断でき る のであれ

ば、 対象になり 得ま す。  

40 例えば、 ３ 月 31 日ま でにべース アッ プ評価料を届け出ている 対象施設の

開設者が個人でし たが４ 月１ 日以降に開設者が法人に変更と なる 場合等、 ３

月 31 日ま でにベース アッ プ評価料を 届け出ていた対象施設の開設者が４ 月

１ 以降に変更と なっ た場合、 支援の対象になる のでし ょ う か。（ ●）  


